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自己紹介

• オランダライデン大学行政学部助教授。日本で民間シンクタンク等に勤務。米国インディアナ大学オ
ニール公共環境政策大学院公共政策学博士号取得。スウェーデンヨーテボリ大学政府の質研究所勤務

• 比較官僚制、公務員の価値観・職務態度の比較研究、市町村合併 (Suzuki & Sakuwa 2017)、地方
自治体における女性参画効果 (Suzuki & Avellaneda 2018) 等について研究。論文はPublic 
Administration Review, Governance, Journal of European Public Policy, Public Management 
Review等の主要学術誌に掲載。

• Public Administration Review, Local Government Studies等の学術誌で編集委員。南アジア行政
ネットワーク名誉会員。

• 日本の地方自治体歳出削減と住民ボランティアに関する論文は最優秀論文賞を受賞(Asia Pacific 
Journal of Public Administration Best Article Prize 2017)。

• 公務員の離職意向と公務員の人事制度に関する論文はアメリカ中西部政治学会で官僚政治、行政学、
公共政策分野での最優秀論文賞(Kenneth J. Meier Award 2024)受賞

• 日本の行政、政策実務者や一般向けに国際的な査読誌の最新の実証研究結果の情報発信



ライデン大学について

• オランダ最古の大学

• 1575年創立。2025年に450周年記念

• LERU (League of European Research 
Universities)23大学の１つ

• 2023 Global Ranking of Academic 
Subjects (Public Administration)２位

• 国際的な査読誌での掲載等を中心とした大学
の研究力に基づくランキング

• Web of ScienceとInCites（Clarivate社）
の引用数等から作成

• 1-100位：米国（46）、英国(12)、オラン
ダ（8）、デンマーク(5)、スイス(5)、ドイ
ツ(3)、韓国(3) 、シンガポール(1)等



実証研究紹介

• 国際的な査読付き学術誌（英語）での出版

• 米、デンマーク、英、オランダ、香港、シ
ンガポール、韓国等の大学が中心

• 日本のマスコミや論壇では殆ど触れられな
い（一部の経済学研究を除く）

• 蓄積されている定量、定性データを用いた
公共政策、政治・行政研究

• 個別の事例研究ではなく、一般的な傾向や
解を求める

• 例）公務員の離職要因、市町村合併の効果、
人口減少、女性議員・公務員の「効果」

https://note.com/koheisuzuki2020/m/m08d97fb454b6



公務員の担い
手不足問題

•日本の公務員制度の特徴を理解

•在職する職員の離職を防ぐ

•公共の利益に貢献したい気持ちを尊重、
後押しする

•開放型人事制度の要素を徐々に取り入れ

•公務員の働き方改革

•ジェンダーバランス



公務員人事制度の比較基準

• 閉鎖型人事/開放型人事

• 閉鎖型=キャリアシステム、メンバーシップ型人事

• 新卒採用中心

• 官民の人材の流動性が低い

• 終身雇用

• 中途採用は例外

• 開放型-position-based system、ジョブ型(?)

• 官民の人材の流動性が高い

• 職種別採用

• 中途採用は例外ではない

• 日本は世界でもトップレベルの閉鎖型人事制度



•政府の質研究所専門家サーベイ (2020) 結果 117ヶ国 (Nistotskaya et al. 2021)
•中央政府に対する各国専門家の評価
•どの程度、新規職員の採用が入り口(=一番下の地位）に限定されているかの度合い
•上位10か国：イラク、日本、バングラデッシュ、イタリア、ベトナム、マリ、カンボ
ジア、ネパール、サウジアラビア、ボリビア（全て同列1位）

•日本のメディア、政府レポート等の「先進事例」での頻出国は真逆の人事制度：米国
(92位）英国（94位）フィンランド（97位）スウェーデン(104位）ニュージーラン
ド(106位）



•どの程度、新規職員の採用で筆記試験が重視されるか
•同列１位が22ヶ国：日本、インドネシア、香港、台湾、ベルギー、
フランス、韓国、パキスタン、等

•筆記試験重視ではない国：エストニア、アイスランド、メキシコ、
オランダ、ニュージーランド、シンガポール



•官民で異なる労働基準法・規制が適用されるか
•約半数の国は異なる



•閉鎖型人事制度の総合度
•上位３ヶ国：バングラデッシュ、ネパール、日本（同列１位）
•日本に近い先進国：韓国（８位）、イタリア（９位）、ベルギー（13位）、
台湾(17位）、スペイン（19位）、フランス(20位）



公務員の担い
手不足の解消
に向けて

• 主に地方公務員を念頭に

• 少子高齢化、人口減少社会

• 人材供給量の減少：新卒学生の減少、公務員バッシン
グ、職業としての魅力度低下、公務員志望者の減少、
民間との競争激化

• 既に働いている公務員の減少：離職増加

• 閉鎖型人事制度を維持したうえでの担い手不足は不可
能では

• 方向性

①既に働いている職員の離職を出来る限り減らす

②新卒採用で魅力的な人材の確保

③中途採用の拡充

④日本に近い閉鎖型制度の人事制度から学ぶ

⑤徐々に開放型人事制度の要素を導入？



離職を防ぐために：離職研究とは

• 行政学、公共経営における公務員・官僚の離職研究

• アメリカ連邦、州政府、自治体公務員対象とする研究が多い

• しかし、近年研究対象国の広がり

• 韓国(Kim and Hong 2019; Campbell and Im 2016)、スウェーデン
(Dahlström and Holmgren 2017)、ベルギー(Wynen et al. 2019)、中国
(Bao and Zhong 2021)

• 研究関心

• 離職と組織パフォーマンスの関係

• 離職、離職意向と関連する要因（個人、組織、環境レベル）

• 実証研究結果から学べること



離職を防ぐために：
実証研究結果から学べること

• Hur & Abner (2023)の59の実証研究論文のメタ分析論文

• 離職を防ぐために職場の管理職が行うべきこと

• 職員が仕事で求めることと担当する職務を一致させる努力

• 職場満足度、職務関与、組織への感情的なコミットメントの高さ→低い離職意向

• 自分が仕事に求めるものと職場での仕事が適合→低い離職意向

• 日本のジェネラリスト育成の仕組み：個人の意向をどう尊重していくか

• 仕事上での燃え尽きを防ぎ、役割の明確化

• 仕事上の指示の一貫性のなさ、矛盾、与えられた職務の曖昧さ→高い離職意向

• 意思決定への関与、公正な取り扱い

• 組織の意思決定への関与、人事上の公正な扱い

• 職場での義務、評価システム、報酬に関する意思決定への関与→離職防止に繋がる

• パブリック・サービス・モチベーション(PSM)

• PSMが高い職員→低い離職意向

• 職務での心理的な負担やストレスの減少→低い離職意向



パブリック・サービス・モチベーション

• PSM=公共のために役立ちたいと思う動機

• 国際的な査読付き学術誌での実証研究の蓄積

• 公務員志望者や公務員は公共利益への貢献意欲が高い

• PSMを損なわず助長する職場風土、仕組みが離職防止に役立つのでは

• 政策形成に携わる機会・意欲と離職意図の低さとの相関関係 (Bertelli & 
Lewis, 2012; Doherty et al., 2019a, 2019b)

• 政策に影響を与えられるという意識→離職意向は低い

• 賃金そのものが民間企業の従業員ほど離職意向に繋がる主要因ではない
(Sowa 2022)

• 地域社会、コミュニティーに貢献したいという公務員の気持ちを活かす



政治介入と
公務員の離
職意向

• 行政への政治介入、政治家の影響力の増加

• 世界的な傾向

• 日本では政治任用は限定的。しかし、政治家への「忖度」、
人事面での影響力増加

• 実証研究結果

• 実証研究結果

• 行政への過度な政治介入→公務員、行政組織に負の影
響

• 米国連邦政府の研究：政治の影響力が強いと認識→離
職意向が高い (Richardson 2019)

• システマティックレビュー結果

• 公務員の資格任用（メリットシステム）=有力者
の推薦やコネ等での情実任用ではなく、一定の資
格、能力で公務員を採用

• 資格任用の仕組みは離職意向の低さ、汚職の少な
さ、組織パフォーマンスの高さ等良い結果との相
関関係が高い (Oliveira et al. 2023)

• 公務員が公務に専念でき、過度な政治介入から守る必要性



日本、スウェーデン、スペイン
自治体職員国際比較調査

• 研究の背景と目的

• 国際的な査読付き学術誌での議論や関連する実務で公共組織を対象とする多
くの実証研究の積み重ね

• 公務員個人の意識や価値観、働き方、職場環境等を対象とした研究は少ない

• 国際比較可能な形でのデータ収集は限られている

• 日本、スウェーデン、スペインの自治体職員を対象に同じ内容の調査を実施
し、各国地方公務員の意識、価値観、働き方等の特徴を把握することが目的

• 対象

• 日本：全815市区、スウェーデン：全290市、スペイン：151市（人口
15,000人以上）

• 管理職以上の職員対象



まとめ

•日本の公務員制度の特徴を理解した上での報道、改革

•公務員の離職を防ぐ組織的な努力

• PSMの高い人材を採用し活かせる職場環境

•閉鎖型公務員制度の国での人事プラクティスの研究が役に立つ
のでは

•蓄積された実証研究結果から学べることが多い
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